
令和６年６月１９日 
 

令和７年度 魅力ある地方大学の実現に資する地方国立大学の定員増 
の選定結果をお知らせします 

 
 
１．定員増の概要 

魅力ある地方大学の実現に資する地方国立大学における定員増は、大学が地域貢献の

役割や自らの存在価値を自覚し、地方公共団体、地元産業界、他の公私立大学等を巻き

込んだ上で、地域のニーズを踏まえた大学の特色と強みを最大限に生かした取組を通じ、

地方創生に資する魅力ある地方大学の実現のために、特例的かつ限定的に実施すること

としております。 
今回、選定結果を公表する令和７年度の定員増については、令和５年１２月８日付け

で各国立大学法人宛に公募を行い、３月２２日〆切で取組構想の申請を受け付けました。 
 
２．申請件数      ：１大学１件 
 
３．審査結果（選定件数）：１大学１件（別紙のとおり） 
 
４．審査状況 
  各申請内容について、「魅力ある地方大学の実現に資する地方国立大学の定員増に関

する審査会」において審査（ヒアリング審査）を実施。 
 
＜別添１＞魅力ある地方大学の実現に資する地方国立大学の定員増に関する審査会 委員一覧 
＜別添２＞令和７年度 魅力ある地方大学の実現に資する地方国立大学の定員増 公募要領 
 

  

令和７年度の魅力ある地方大学の実現に資する地方国立大学の定員増について、「魅

力ある地方大学の実現に資する地方国立大学の定員増に関する審査会」における審査

を踏まえ、以下のとおり決定いたしましたので、お知らせします。 

＜担当＞ 高等教育局国立大学法人支援課 

  課長補佐   市原 信吾（内線 3337） 

  支援第４係 草田 善之（内線 3754） 

   電話：03－5253－4111（代表） 



整理
番号

大学名 取組構想名 対象学部・学科名
令和６年度
入学定員
（人）

令和７年度
入学定員
（人）

増加数
（人）

備考
※審査の結果、定員増が認められた部分について下線を付す

1 高知大学
IoPからはじまる地域創成リーダー人材育成
～Super Regional University への飛翔と地方創生～

農林海洋科学部
　農林資源科学科
【既設】

135 140 5
・増加数［5人］の内訳
　定員増　：5人

令和７年度　魅力ある地方大学の実現に資する地方国立大学の定員増　選定一覧



○ 地域社会への人材輩出力を倍増 ○ 大学院教育

○ 「学士課程教育×リカレント教育」の実施 〇 起業・製品化

IoPからはじまる地域創成リーダー人材育成 ～ Super Regional University への飛翔と地方創生～
高知県の産業構造と課題

人材養成に係る起爆剤としての農林海洋科学部の教育組織改革の概要政策上の起爆剤“IoPプロジェクト”と地域連携プラットフォーム

○ 産業振興が喫緊の課題で、一次産業が基幹産業。
○ 全国第１位の農業生産性（耕地面積 1ha あたりの園芸農業
産出額）や全国シェアトップの農作物など、競争優位性を有する。

○ 産業振興施策として「高知県産業振興計画」を推進
○ 「高知県元気な未来創造戦略」により、産業振興と人口問題
対策（新しい人の流れをつくる）の一体的推進

○ 全国に約15年先駆けて、少子高齢化・過疎化が進行
○ 一次産業の強みを他産業に波及できていない。
○ 人口減少期の課題として、担い手不足に直面している。

一次産業の競争優位性をベースに現状を打開し、社会発展を目指すには、産業構造を変革し担い手不足を解消する起爆剤が必要

2040年に向け学長が描く将来像：LX（Local Transformation ）

【概要】
高知県が優位性を持つ施設園芸分野で、
世界中から研究者・学生・企業が集積す
る産業集積群をつくり、最新の施設園芸
関連機器、IoT・AI技術を広く農業関係
者に普及させ、農家所得の向上や産地の
ブランド化につなげる産学官連携プロジェク
ト
（平成30年度 内閣府 “地方大学・地域産業創生交付金”採択事業）

高知県版 地域連携プラットフォーム

高知學長会議 農業教育高度化
事業推進会議

見えてきたニーズ
・大学教育を通じた一次産業に
おけるリーダー人材の養成
・スマート農業などのデータ
の利活用に係る教育
・マーケティング・流通など
の農業経営に係る教育
・6次産業化教育
・DXや農業経営などに関する
リカレント教育

・農業高等学校からの高大接続
・農業大学校からの編入学

農林海洋科学部の教育組織改革（改組・定員増）におけるKPI

R5農林海洋科学部改組の概要

高知県内唯一の農学系学部である高知大学農林海洋科学
部における教育組織改革（改組・定員増）により実現

地域連携プラットフォームで
表れた一次産業のニーズ

倍増
県内就職者
5カ年合計

H30-R4 99

県内就職者
5カ年合計

R10-R14 200人以上

学士課程教育と
連携した”IoP塾”などの
教育プログラム受講者数

（累積）

R11

受講者数
（人） 3,500

IoPや土佐FBCから
接続した大学院へ
の社会人学生等の
受け入れ（累積）

R11

目標
（人） 10

改革のポイント
・農学系２学科統合による総合的農学教育
の展開（学科入学定員：135人）
・地域から受け入れ地域に人材を輩出する
ための「高知県地域枠15人」の導入
・農業大学校を主眼に3年次編入学を導入

高知県Next次世代型施設園芸
農業に関する産学官連携協議会
会長：濵田 高知県知事

「一次産業×DX」を通じた人材育成の拠点機能の充実により、地域産業を支え、変革できる“Super Regional University ”への進化の実現へ

養成する人材像
農学・海洋科学の諸分野から、持続的社会の創造を志し、一次産業のDXに資するデータサイエンスの知識や農林

海洋資源の持続的開発・利用や環境保全等の諸課題に対応できる豊かな知識・素養と技能、実践力を併せもった人材

受講者（学生・社
会人）による製品
等開発数・起業数

（累計）

R11

30

教育課程の特色
・ IoPプロジェクトの成果や体系的な
データサイエンス教育導入

・経営学・経済学分野充実による持続可能
な農業経営教育・６次産業化教育

・地域社会と連携したキャリア教育の充実
土佐FBC

with

with

with

さらなる改革・機能強化に向けて 魅力ある地方大学の実現に資する地方国立大学の定員増 5名（R7～）

5th phase 地域と協働する
4th phase 地域を体験する
3rd phase 地域と会う
2nd phase 地域をもっと知る
1st  phase 地域を知る

キャリア形成論・インターンシップ
6次産業化・社長・首長インターンシップ

国内サービスラーニング改革のポイント
・全国から受け入れ地域に人材を輩出する
ための「地域志向枠」の導入
・地方創生推進士（農学版）構築による効
果的な地域定着（定着実績：30～40％）

IoP総論 スマート農業Ⅰ・Ⅱ
生物機能利用学、資源有機化学

「地域を支え、地域を変えることができる大学」へと進化することを通じて、
地域社会を巻き込みながら、「地域を持続可能な姿に変革する」と同時に、
「持続可能な地域づくりに至る変革が、辺境の地から日本全体、そして世界に波及し、
大きなうねりを起こしていく」ことを併せて実現する

〇 第４期中期目標期間
地域から受け入れる学生比率
国内から受け入れる学生比率
留学生比率
最適なバランスを検討

〇 第５期中期目標・中期計画
「留学生UP」に向けた数値目標設定
大学の国際化の実現のための目標設定

高知から世界へ
世界から高知へ



【別添１】 

魅力ある地方大学の実現に資する地方国立大学の定員増に関する審査会 構成員 

 

 

 

 大村 秀章 愛知県知事 

   

 大森 昭生 共愛学園前橋国際大学長 

   

 栗原 美津枝 株式会社価値総合研究所代表取締役会長 

   

 佐藤 敬 青森中央学院大学長 

   

 羽根 拓也 株式会社アクティブラーニング代表取締役社長 

   

 村田 治 前関西学院大学長 

   

（五十音順 敬称略） 



【別添２】 
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令和７年度 魅力ある地方大学の実現に資する地方国立大学の定員増 

公募要領 
 

 

趣  旨 

今回の国立大学における特例的な定員増は、地域の高等教育機関の中核となる地

方国立大学が、果たすべきミッションとしての地域貢献の役割や自らの存在価値を

自覚し、地方公共団体、地元産業界、他の公私立大学をはじめとする高等教育機関等

を巻き込み、地域のニーズを的確に捉えつつ、特色と強みを最大限に生かした自由度

のある取組を展開することを通じ、地方創生を推進する魅力ある地方大学の実現に

資するために実施するものである。 

このため、実施に当たっては、地域のステークホルダーと連携・協働の上、地域の

課題を把握・共有し、地域の雇用創出・産業創出等を通じて地域に貢献する取組であ

ることが求められる。特に、定員増の必要性等について、定量的なエビデンスに基づ

く詳細な人材需要分析を踏まえるとともに、上記の取組が、他に類を見ない先導的か

つ独創的なものであることを前提に、それにより、地方創生に資する明確なアウトカ

ムが見通せるものとなっていることや、本取組に係るアウトカムを意識したＫＰＩ

設定とすることに留意が必要である。 

 

申請の要件 

令和７年度の申請に当たっての要件は、上記の趣旨を踏まえて以下のとおりとす

る。 

上記の留意点の内容を十分に踏まえ、地方創生を推進する魅力ある地方大学の実

現に資する取組構想と認められるものについて、本取組の実施に当たり対象となる

大学の学部定員増を特例的に認める。 

 

１．定員増の趣旨・必要性について 

◆定員増を行う学部等及びその規模について、地域の国公私立大学における大

学進学率や分野ごとの進学者収容率、及び学生の流出入状況等の定量的なエ

ビデンスに基づいた分析が行われ、地域のニーズを踏まえた当該学部への進

学などの学生需要の見通しがあるか。 

◆定員増を行う学部等及びその規模について、地域の産業構造や産業界等が求

める人材需要等の定量的なエビデンスに基づいた分析が行われており、定員

増の必要性が妥当であるか。 

◆取組について、定員増を伴う必然性があり、かつ、定員設定に当たっては、中

長期的なスクラップも含む全学的な定員の在り方について検討がなされてい

るか。 

◆地域の特性やニーズを踏まえた取組により、地域産業の創出・活性化、若者の

雇用創出といった地方創生に資する明確なアウトカムが見通せるものとなっ

ているか。 
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２．地域連携における緊密な連携について 

◆持続性のある「地域連携プラットフォーム」等を構築して地域のステークホル

ダーとの対話や課題等の共有・発信がなされるとともに、これを踏まえた地域

構想が策定されているか。また、その中で当該定員増に係る取組が位置付けら

れているか。 

◆地域の他の公私立大学をはじめとする高等教育機関や、地方公共団体、産業界

等と具体的に緊密な連携が図られ、共に発展する計画となっているか。特に地

方公共団体については、首長のリーダーシップの下、地域の将来像に照らし

て、大学の取組構想に対する主体的な関与がなされているか。 

 

３．定員増を行う学部等の特色ある教育・研究の取組について 

◆地域のニーズと当該学部等の強み・特色との関係性が明確となっており、地方

創生に資する取組となっているか。 

◆取組に当たって当該学部等のこれまでの実績や成果が明確かつ十分であり、

これらを活かした特色ある教育プログラムの展開など、当該学部等のさらな

る発展が見通せるものとなっているか。 

◆学部等の整備に当たり、学内の資源再配分も通じて、特色ある教育・研究を行

うために学内外から適切な教員等が参画しているか。 

 

４．取組を持続的に実施する上での学長のリーダーシップ・ガバナンス体制、資金

・人事計画、地域の参画について 

◆学長の強力なリーダーシップの下、学内の教育研究リソースを最大限活用し、

組織一丸となった他の大学の模範となる先導性・優位性のある取組となって

いるか。 

◆地方公共団体・産業界等が国立大学のリソースを十分に活用するとともに、大

学に対しても人的・物的・財政的な支援が受けられる計画となっているか。 

◆定員増を契機とした大学全体の経営・ガバナンスに関する改革姿勢やマネジ

メント方針が明確であり、全学的な資源再配分の仕組みや、学内外からの多様

な人材の経営陣や教職員への登用等の強固なガバナンス体制が構築されてい

るか。 

 

５．中長期的なＫＰＩについて 

◆ステークホルダーへの説明や結果責任へのコミットの観点から、中長期的な

ＫＰＩが適切に設定されているか。また、ＫＰＩは上記の要件の内容を踏まえ

たアウトカムベースかつ事後の客観的な検証が可能なものであるとともに、

ＫＰＩを取組運営に活用する体制となっているか。 

 

※なお、申請に当たっては、中央教育審議会大学分科会「魅力ある地方大学の実

現に資する地方国立大学の特例的な定員増について」（令和３年２月）や、「地

方創生に資する魅力ある地方大学の実現に向けた検討会議取りまとめ」（令和

３年 12 月 22日）等の内容も十分踏まえること。 
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審査方法等 

（１）提出資料・提出期限 

ア）提出資料 

①取組構想の内容について、図、写真等を用いてまとめた説明資料 

（ポンチ絵、Ａ４横向き片面１０枚程度で作成すること） 

 

【作成に当たっての留意点】 

◆取組構想の内容について、大学としてプレゼンする観点を踏まえて作成する

こと。 

◆具体的な構成は任意とするが、定員増の趣旨・必要性を説明の上、取組内容

について各申請要件を踏まえて説明すること。その際、エビデンスに基づく

とともに、アウトカムを中心とした具体的な説明を行う点に留意すること。 

◆各留意点を踏まえるに当たり、地域の特性を勘案すべき特段の事情等がある

場合には、その旨を明確に示して説明すること。 

 

（構成の例） 
 

○定員増の趣旨・必要性について 

→地域の現状・課題・将来予測についてのエビデンスに基づく詳細な分析を踏

まえた説明 

→地域産業の創出・活性化、雇用創出といった地方創生に資する具体的かつ明

確なアウトカムの説明 

○地域の産官学との緊密な連携状況 

→「地域連携プラットフォーム」等の具体的な設置状況（地方公共団体、産業

界、地域の公私立大学等の参画の状況）や連携協定等を示して、地域のステ

ークホルダーとの緊密な連携状況（特に人材養成を行う分野に係る地域との

連携状況）の説明 

○対象となる学部等における教育・研究の取組 

→これまでの実績等を示した上で、教育プログラムや研究活動等の特色及びそ

れがどのように地方創生に貢献するかについての具体的な説明 

○取組を持続的に実施する上での学長のリーダーシップ・ガバナンス体制、資金

・人事計画、地域の参画について 

→持続的な取組を担保するためのガバナンス体制、資金計画や人事制度上の工

夫等について説明 

○中長期的なＫＰＩ 

→要件の内容を踏まえたアウトカムベースのＫＰＩ（地方創生に資する観点か

ら、地域の雇用や生産性の向上に係る指標等）を示し、エビデンスに基づく

妥当性の説明 

→ＫＰＩの達成状況を評価・分析したＰＤＣＡサイクルの体制を説明 
 

②【別添様式】「魅力ある地方大学の実現に資する地方国立大学の定員増に係

る計画の概要」 

③参考資料として、必要に応じて①説明資料を補足する資料（エビデンス等） 

（様式任意、Ａ４で概ね１０枚以内で作成すること） 
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イ）提出方法 

提出期限までに、提出資料の電子媒体（加工可能な媒体）を電子メールに添

付し提出すること。 

ウ）提出期限 

① 学部等設置に係る「意見伺い」を伴う場合：令和６年１月２９日（月） 

② ①以外：令和６年３月２２日（金） 

提出期限後の資料の提出、差し替え及び訂正は認められないため、提出期限

を遵守するとともに、内容等の確認を十分に行うこと。 

※取組構想の内容によって申請時期が異なる点に留意すること。 

エ）提出先 

国立大学法人支援課（hojinka@mext.go.jp） 

※メール件名は「00【○○大学】魅力ある地方大学の実現に資する地方国立

大学の定員増」とすること（00 は法人番号） 
 

（２）審査方法等（予定） 

○本定員増の選定のための審査は、内閣官房とも連携の上、「魅力ある地方大学

の実現に資する地方国立大学の定員増に関する審査会」において行う。 

○審査は原則、書面及びヒアリングにより実施する（ヒアリングに当たっての申

請大学からの説明時間は概ね２０分程度を予定）。 

〇ヒアリング終了後、審査会からのコメントを踏まえ、当初提出した説明資料等

を補正し、再提出することも可能とする（再提出の期限は後日示す）。 

○審査の過程で、必要に応じて、追加資料の提出等を求めることがある。 

※なお、上記のヒアリングに当たっては、定員増が地方公共団体、地元産業界等

の地域との連携を必須とする点に鑑み、地方公共団体等の関係者の出席が予

定される点に留意すること。 
 

その他留意事項 

（１）申請情報の公表等 

選定された大学の取組内容等については、公表することが大学の正当な利益を

害すると検討会で判断されたものを除き、原則として公表する予定としている。 

（２）情報公表の促進 

選定された大学については、特例的な国立大学の定員増を行う点に鑑み、社会

への説明責任を果たす必要があることから、取組による成果や構想・取組の進捗

等について、情報の公開を積極的に進めること。 

（３）選定された取組のフォローアップ 

取組の実現状況を把握・分析し、さらなる取組の推進を図るため、選定された

取組については、毎年度において、アウトカムにつながる産業界との連携状況等

やＫＰＩの達成状況を含めた取組の進捗状況を確認するとともに、完成年度後

においては、取組による成果等について、地域のステークホルダーからの評価の

状況を求める。 

取組の進捗状況について、着実な進捗が見られない場合は見直し・改善方策の

提出を求め、その内容によっては、完成年度後に対象となる学部等の定員の見直

しを行う。 
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（４）選定までのスケジュール（予定） 

 

 ①「意見伺い」を伴う場合 ②左記以外 

令和５年   

 １２月 ８日（金） 公募開始 公募開始 

令和６年   

  １月２９日（月） 提出期限  

  ２月中 
審査会における審査 
（ヒアリング、補正した説
明資料等の提出を含む） 

 

  ３月中旬 対象大学の選定  

  ３月２２日（金）  提出期限 

  ４月上旬～ 
６月中旬 

 
審査会における審査 
（ヒアリング、補正した説
明資料等の提出を含む） 

  ６月中旬  対象大学の選定 

※①について、選定後には別途、大学設置・学校法人審議会における学部等設置
に係る「意見伺い」を実施する予定。 

※②について、選定後には別途、大学設置・学校法人審議会における収容定員増
に係る「意見伺い」を実施する予定。 
 
 
 

【本件担当】 
文部科学省 高等教育局 国立大学法人支援課 
T E L：03-5253-4111（代表） 
支援第４係（内線 3344） 
MAIL：hojinka@mext.go.jp 
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